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調査の概要 

 

１ 調査の目的 

2020 年農林業センサスは、農林業の生産構造、就業構造及び農山村等の農林業をとりまく実態 

を明らかにするとともに、農林行政の推進に必要な基礎資料を整備することを目的として実施し 

た。 

 

２ 調査の沿革 

農業センサスは、国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）の提唱する 1950 年世界農林業センサス計

画に沿って昭和 25 年から実施し、林業センサスは昭和 35 年から実施している。その後、「経済

統計に関する国際条約」に基づき 10 年毎に世界農林業センサスとして実施するとともに、その

中間年次に我が国独自の立場で実施している。 

10 年毎に実施される世界農林業センサスとその中間年次に行われる調査において、調査内容

に違いがないことから、今回の調査から名称を「農林業センサス」に統一することとなった。 

今回の2020年農林業センサスは、農業が15回目、林業が９回目の調査となる。（別表１参照） 

 

３ 調査の根拠 

統計法（平成 19 年法律第 53 号）第２条第４項に基づく基幹統計の作成を目的とする統計調査

として、統計法施行令（平成 20 年政令第 334 号）、農林業センサス規則（昭和 44 年農林省令第

39 号）及び平成 16 年５月 20 日農林水産省告示第 1071 号（農林業センサス規則第５条第１項の

農林水産大臣が定める農林業経営体等を定める件）に基づき実施している。 

 

４ 調査の体系 

「2020年農林業センサス調査体系」のとおり（別表２参照） 

 

５  調査事項  

(1) 経営の態様 

(2) 世帯の状況 

(3) 農業労働力 

(4) 経営耕地面積等 

(5) 農作物の作付面積等及び家畜の飼養状況 

(6) 農産物の販売金額等  

(7) 農作業受託の状況 

(8) 農業経営の特徴 

(9) 農業生産関連事業 

(10) 林業労働力 

(11) 林産物の販売金額等 

(12) 林業作業の委託及び受託の状況 

(13) 保有山林面積 

(14) 育林面積等及び素材生産量 

(15) その他農林業経営体の現況 
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６ 調査の期日 

令和２年２月１日現在 

 

７ 2020 年調査の主な変更点 

(1) 調査対象の属性区分の変更 

2005 年農林業センサスで農業経営体の概念を導入し、2015 年調査までは、家族経営体と組 

織経営体に区分していた。2020 年調査では、法人経営を一体的に捉えるとの考えのもと、法人 

化している家族経営体と組織経営体を統合し、非法人の組織経営体と併せて団体経営体とし、 

非法人の家族経営体を個人経営体とした。 

(2) 調査項目の見直し 

ｱ 調査項目の新設 

(ｱ) 青色申告の実施の有無、正規の簿記、簡易簿記等の別 

(ｲ) 有機農業の取組状況 

(ｳ) 農業経営へのデータ活用の状況 

ｲ 調査項目の削減 

(ｱ) 自営農業とその他の仕事の従事日数の多少（農業就業人口の区分に利用） 

(ｲ) 世帯員の中で過去１年間に自営農業以外の仕事に従事した方の有無（専兼業別の分類 

に利用） 

(ｳ) 田、畑、樹園地の耕作放棄地面積 

(ｴ) 農業機械の所有台数 

(ｵ) 農作業の委託状況 

(ｶ) 農外業種からの資本金、出資金提供の有無 
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（別表２）2020年農林業センサス調査体系 

 

注：農業集落調査における地方農政局等の職員による調査は、民間事業者から調査票を配布できない特別

な事情がある場合に実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査の 

種類 
調査の対象 調査の系統 調査の方法 

農林業 

経営体 

調 査 

 

農林産物の生産を行

うか又は委託を受け

て農林業作業を行

い、生産又は作業に

係る面積・頭羽数が

一定規模以上の「農

林業生産活動」を行

う者 

農林水産省 

│ 

都道府県 

│ 

市区町村 

│ 

統計調査員 

│ 

調査対象 

（農林業経営体） 

調査員調査又はオン

ライン調査 

（調査員調査は自計

調査を基本とし、面 

接調査も可能。） 

農 山 村 

地域調査 

【市区町村調査】 

全ての市区町村 

農林水産省 

│ 

調査対象 

（市区町村） 

オンライン調査又は

往復郵送による自計

調査 

【農業集落調査】 

全域が市街化区域に

含まれる農業集落を

除く全ての農業集落 

農林水産省 

（民間事業者 

又は地方農政局
等の職員） 

│ 

調査対象 

（集落精通者） 

 

※民間事業者調

査による未回

収分 

 

農林水産省 

│ 

統計調査員 

│ 

調査対象 

（集落精通者） 

民間事業者による往

復郵送（オンライン 

回収を含む。）又は 

地方農政局等の職員

による自計調査 

（※回収できない調

査票は調査員調査に

よる自計調査又は面

接調査） 
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